
国際会計基準審議会（以下、IASB）は2016年11月
に、17年から21年までの作業計画を公表しました。
IASBは、3年に一度（次回からは5年に一度）、今後
の作業計画について公開協議を行うアジェンダ協議を
実施しており、今回公表された作業計画には15年の
アジェンダ協議でさまざまな利害関係者から受け取っ
たフィードバックが反映されています。当該作業計画
においてIASBは、17年からの今後の5年間で、進行
中のプロジェクトである保険契約や概念フレームワー
クといったプロジェクトの完成、財務報告におけるコ
ミュニケーションの改善、IFRS適用支援の継続的な開
発及び焦点をより絞ったリサーチ・プログラムを進め
ていくことを公表しています。そこで、本稿では、当
該作業計画の主要なテーマを中心に、IASBが今後予
定している基準開発の動向について解説します。な

お、文中の意見にわたる部分は筆者の私見であること
をお断りします。

1. 完了を優先すべき基準開発プロジェクト
IASBは16年までに、金融商品や収益認識、リース

といった主要なプロジェクトを完了させました。現在、
完了していないプロジェクトである保険契約、概念フ
レームワーク、重要性、料金規制事業を今後の作業計
画に含めており、特に保険契約については、非常に高
い優先順位を与えています。なお、17年2月27日時点
の基準開発に関する作業計画は＜表1＞の通りであり、
最新の作業計画はIASBのウェブサイトにて毎月更新
されています。

Ⅰ　はじめに

IFRS実務講座

IASB作業計画（2017年～21年）の概要

IFRSデスク　公認会計士　倉橋義典

• Yoshinori Kurahashi
当法人入所後、主に自動車メーカーの会計監査及び内部統制監査に従事。2016年よりIFRSデスクに所属し、IFRS導入支援業務、研修業
務などに従事している。主な著書（共著）に『業種別会計シリーズ　自動車産業』（第一法規）がある。

▶表1　IASBワークプラン（17年2月27日現在）

基準の開発及び関連プロジェクト 現在の活動
予定作業／公表目標時期

3カ月内 6カ月内 6カ月以降

概念フレームワーク 審議 概念フレームワークの
公表

開示イニシアチブ：重要性に関するプラク
ティス・ステートメント

プラクティス・ステー
トメントの起草

プラクティス・ステー
トメントの公表

開示イニシアチブ：重要性の定義（IAS第1
号及びIAS第8号の改訂案） 公開草案の起草 公開草案の公表

保険契約 基準の起草 基準の公表（5月予定）

料金規制事業 審議 ディスカッション・
ペーパーの公表

出典：IASBウェブサイト「Work plan-as at 27 Feb 2017」

Ⅱ　主要なテーマ
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2. 財務報告におけるコミュニケーションの改善
15年のアジェンダ協議に関するフィードバックに
おいて、財務諸表の主要な利用者である投資家は、優
先すべき基準開発プロジェクトを再検討し、財務報告
の目的適合性を高める、もしくは既存の情報について
のコミュニケーションを改善する可能性のあるトピッ
クに焦点を当てるよう要望しました。これは多くの投
資家が、現在の開示の下では、価値のある情報が多く
の情報の中に埋もれており、有用な情報を識別するこ
とが困難で時間を要すると考えているためです。これ
を受けてIASBは、今後数年間、認識及び測定に関す
る基準の変更よりも、前記Ⅱ1.にも記載されている重
要性に関するプラクティス・ステートメントの公表な
ど、表示及び開示の改善によって財務報告におけるコ
ミュニケーションの改善をもたらすプロジェクトに焦
点を当てることを決定しました。

3. IFRSの適用を支援するためのガイダンスの継続的
な開発

IASBは、近年に公表された五つの主要なプロジェ
クト（金融商品、収益認識、リース、保険契約、概念
フレームワーク）に関する新基準の適用について首尾
一貫性を高めるために、新基準の導入を支援するため
の活動に焦点を当てるべきとして、以前から行ってき
た新基準に関する移行リソース・グループへのリソー
スの投入、教育マテリアルの開発などの活動を継続
し、今後開発される新基準についても適用支援のため
の活動を行うこととしました。また、新基準の開発後
に実務でどのような問題が生じているか、主に関係者
（投資家、財務諸表作成者、監査人等）からフィード
バックを得る適用後レビューについても、IASBが基
準の適用上の問題点を知り、さらに検討すべきトピッ
クの識別に役立てるために有用なツールとして、今後
も継続して利用していく予定です。

4. リサーチ・プログラムに関する優先順位付け
リサーチ・プログラムは、プロジェクトを基準開発
プログラムに追加すべきかどうかを決定するために必
要な情報を収集するための枠組みであり、11年のア
ジェンダ協議の後に導入されました。15年のアジェン
ダ協議においてもその必要性は確認されていましたが、
プロジェクトの数が多すぎることによりリソースが不
足し、プロジェクトが適時に進んでいないとの意見も
出ています。これを受けてIASBは、存在するリサーチ・

プロジェクトのうち、一部を中止、一部をリサーチ・パ
イプライン（直ちに作業を開始しないが、いずれリサー
チ・プロジェクトに追加される予定のもの）に移すこ
とで、残ったプロジェクト8件を優先事項として積極
的に開発することとしました（プロジェクトの一覧は
＜表2＞参照）。なお、リサーチ・プロジェクトの作
業計画についても、基準開発プロジェクトと同様に、
IASBのウェブサイトにて毎月更新されています。

当該作業計画によりIASBは、会計処理に関する基準
開発から表示及び開示に関する基準開発を中心とした
財務諸表作成者と投資家のコミュニケーションの改善
に、リソース配分の比重を移していることが読み取れ
ます。この背景として、主要な基準開発プロジェクト
が完了に近づいており、概念フレームワークに基づく
首尾一貫した会計処理の構築が一段落したことが関係
していると考えられます。この傾向は、前記Ⅱ2.に
おいて、表示及び開示の改善を優先することを決定し
た点に顕著に表われており、同様の考え方が、優先的
に開発すべきリサーチ・プロジェクトの選択において
も反映されています。投資家は、重要な情報を適時に
識別できる過不足の無い開示を求めており、IASBは、
現在の過剰な開示を改善する観点も含めて、このよう
な利用者の情報のニーズを満たすことが、財務報告の
目的を達成する上で重要と考えています。従って、今
後の5年間においては、従来よりも表示及び開示に関
連した基準の開発の比重が高まっていくことが予想さ
れます。

Ⅲ　おわりに

▶表2　リサーチ・プロジェクト及びリサーチ・パイ
プラインの一覧（17年2月27日現在）

リサーチ・プロジェクト リサーチ・パイプライン

開示イニシアチブ：開示の原則 持分法

基本財務諸表 汚染物価格決定メカニズム

共通支配下の企業結合 引当金

ダイナミック・リスク管理 採掘活動

資本の特徴を有する金融商品 変動対価及び偶発対価

のれんと減損 高インフレ（IAS第29号の範囲）

割引率 資産に対するリターンに依存する
年金給付

株式報酬 子会社である中小企業

出典：IASBウェブサイト「Work plan-as at 27 Feb 2017」
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